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無数の「九条の会」結成を促進しつつ 
 
― 
  36 

 
参院選が終わり、「二大政党」キャンペーンで勢力を維持した自民、民主、公明に

よる改憲案作成の作業は本格化します。また、次期通常国会への「国民投票法案」

の提出が確実視されています。こうしたなか、６月に発足した「９条の会」への期

待は急速に広がり、アピールに呼応した運動が各地、各界へと広がっています。 
                     

９月 11日に拡大常幹会議 

「９条の会」は発足後、各界、各層

にたいしアピールへの賛同をよびか、

７月 24 日には発足記念講演会を開催
します。「会」は独自の事務所を設置し、

今後、ポスターやリーフレットの作成

など、「会」の発足を知らせ、各地で呼

応した取り組みを呼びかけることにし

ています。 
憲法会議は７月 14 日、担当常任幹

事会を開き、こうした「九条の会」の

動きを全面的に支持し、共同の輪をさ

らに広げつつ、全国に無数の「九条の

会」をつくるために奮闘することを確

認しました。同時に、「憲法改悪に反対

し、９条を守ろう」を文字どおり圧倒

的多数の国民の声にしていくためには

大規模な学習・宣伝の展開が急務とな 

 

 ◇当面の日程◇ 
 
【７月 24日】 
 「九条の会」発足記念講演会 
  ・午後２時（1時 30分開場）  

・会場 ホテルオークラ別館 
・講演 大江健三郎、奥平康弘 
  小田実、加藤周一、鶴見俊

輔（追加の可能性も） 
 ※整理券の発行を締め切ってお

り、整理券のない方は参加でき

ません。 
【9月 11日】 
 憲法会議拡大常任幹事会 
  ・時間 午前 11時～午後 4時 
  ・会場 東京（場所未定） 
  ・議題 当面の情勢と運動 
っており、この面での憲法会議の役割

はますます大きくなっていることを確

認しました。憲法会議は昨年来、「９条

ポスター」、「憲法ミニパンフ」、「憲法

学習・宣伝で憲法会議の役割発揮を 



条文冊子」を作成し、さらに自由法曹

団と協力してブックレットを作成（学

習の友社発行）してきましたが、これ

らを大規模に活用するとともに、網の

目のように学習会を開いていくことに

します。 
９月 11 日には、こうした運動の方

針を深め、実行に向けての意思統一を

めざし拡大常任幹事会を開きます。 
 
闘争体制確立へ各地で総会 
本格的な憲法改悪に動きに反対する

闘争体制を確立するため、島根憲法会

議は川村俊夫・中央憲法会議事務局長

を迎えた講演会をとあわせて総会を開

きます。また、大阪憲法会議も７月 24
日総会を開き、結成いらいの歴史を振

り返りながら新しい闘いの体制を確立

します。神奈川憲法会議も 24 日総会
を開き、新年度の方針と体制を決める

ことにしています。 
 
９条全面改悪の考え表明 

 【民主・岡田代表】 民主党の岡田

代表は 15日、ＣＳ放送番組の収録で、
憲法改正について、「既存の９条１項、

２項は非常に分かりにくい条文で、書

き換えればいい」と述べ、９条を全面

改正すべきだとの考えを示した。「日

本が国連を中心とした集団的な安全保

障活動に参加できるよう、憲法上、明

記すべきだ。（活動への参加時は）場合

によっては武力行使も含む」とも指摘

した。（16日「読売」） 
 
 財界の改憲案作成の作業始動 
 【経団連】日本経団連は 15日、「国

の基本問題検討委員会」の初会合を開

きました。委員会の設置趣旨では「安

全保障環境の変化、国際社会における

わが国への期待の変化」をあげ、つぎ

のように述べています。 
「日本経団連では、これまで、わが国

企業を取り巻く経済産業問題、労使問

題を中心に積極的な活動をしてきた。

今後、わが国が内外からの期待や信頼

に足る国家として更なる発展を図って

いくためには、これまで前提として捉

えていた基本的枠組みや国の仕組み自

体に関しても検討を加え、新たな国家

像を描いていく必要性が生じている。

また、産業界の考え方を経団連の政党

政策評価に反映させること、ならびに、

検討がすすめられている憲法改正に対

し産業界意見をとりまとめていくこと

も必要である。 
そこで、新たに『国の基本問題検討

委員会』を設置し、国の基本的な重要

課題を体系的に整理し、国益、国家戦

略の観点から、憲法『改正』のあり方

も含めた検討を進め、意見の集約を図

り、必要に応じ提言を行う」。 
 会合であいさつした奥田会長は、

「（参院選後の）この時期は、21 世紀
の国のありようを論議するまたとない

チャンス」と指摘しました。 
 委員会では、安全保障・外交、国・

地方自治体の関係、科学技術・教育を

基本に論議をすすめ、保岡興治・自民

党憲法調査会長、五百旗真・神戸大教

授らを講師に招いて懇談しながら、今

年 12 月から来年１月にかけて部会な
らびに委員会での論点整理とりまとめ

をおこなうことにしています。 


